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社会保険労務士法人 Ｄ・プロデュースが毎月お送りしています 

ブログも更新中！是非ご覧ください！      

http://d-produce.net/ 
Facebook https://www.facebook.com/d.produce 

 

 

 

 

ご連絡先： 〒231-0012 

 神奈川県横浜市中区相生町 1-15 第二東商ビル 6F 

 TEL：045-226-5482  FAX：045-226-5483 

 E-Mail：info@d-produce.com        

HP：https://www.d-produce.com 

-------------------------------------------------------------------------------------- 

日本人の就業実態の傾向 

 

◆日本人の就業実態に関する調査 

「第３回日本人の就業実態に関する総合調査

（2018 年調査）」の結果が、（独）労働政策研究・

研修機構から公表されています。この調査は、

就業形態の多様化が進む中で、日本人の働き

方の実情を体系的、継続的に把握することを目

的としたもので、2014 年に続けて３回目となりま

す。労働時間、賃金、能力開発、労使関係等、

幅広い就業実態の傾向を把握する資料として役

立つと思われますので、いくつかの項目を見て

いきましょう。 

 

◆労働時間 

雇用者の週実労働時間は平均 41.6 時間と

なっており、雇用形態別にみると正規従業員：

47.6 時間、契約社員：42.2 時間、派遣社員：

40.0時間、嘱託：36.6時間、アルバイト：26.4時

間、パート：26.1時間という順になっています。 

しかし、直近では新型コロナ対応のために、在

宅勤務や店舗の休業が進んでおり、実労働時

間は短くなっているようです。また、主婦層の

パート社員の勤務先が休業等を行っていること

等もあり、世帯としての収入は減少しているケー

スが多いと思われます。 

 

◆新しい働き方 

同調査では、非雇用者の状況についても調査

が行われました。非雇用者の中には、自営業・

自由業、会社役員などが含まれますが、近年注

目されているフリーランスや雇用類似的働き方

で就業しているとの回答は 2.9％となっています。

しかし、本人は会社に雇われていると認識してい

る人はこの数に含まれていません。 

労働契約や仕事のさせ方等の状況によって

は、今後トラブルが増えてくる可能性のある部分

だと思われます。また、厚生労働省ではこうした

新しい働き方の労働者の保護等に関する政策

を検討中ですので、今後の動きに注目しておく

べきでしょう。 

 

◆メンタルヘルス 

就業者の中で過去３年間にメンタルヘルスに

不調を感じたことが「ある」割合は 32.8％、「ない」

は 64.9％となっています。３人に１人は不調を感

じているようです。産業別にみると、特に「医療、

福祉」（40.2％）、「教育、学習支援業」（36.9％）、

「学術研究、専門・技術サービス業」（36.4％）、

「金融業、保険業」（35.8％）で高い傾向にありま

す。メンタルヘルスには長時間労働が大きく関わ

りますが、週 80～89 時間労働の群で不調者の

割合が高くなっています。不調者のうち、約 25％

が通院治療を必要としています。 

新型コロナウイルスによる影響はまだまだ未

知数な部分もありますが、働き方の見直しが加

速度的に進む可能性もありますので、こうした全

体的な状況を把握しておくことも大切でしょう。 

【労働政策研究・研修機構「第３回日本人の就

業実態に関する総合調査（2018 年調査）」結果

ＰＤＦ】 

https://www.jil.go.jp/press/documents/20

200422.pdf 
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国交省が自転車通勤の認証制度を創

設！ 制度の概要とメリット 

 

自転車通勤は、環境負荷の低減、交通渋滞

の緩和、従業員の健康維持増進につながること

などから、国土交通省は、企業における自転車

通勤の導入を支援しています。今般、国交省で

は、自転車通勤を推進する企業・団体の認証制

度を創設しました。 

 

◆制度の概要 

自転車通勤を推進・導入する企業・団体を国

土交通大臣が認定するというものです。 

 

◆「宣言企業」の認定要件（５月よりスタート！） 

以下の３項目すべてを満たす企業・団体を「自

転車通勤推進企業」宣言プロジェクトの「宣言企

業」に認定。事業所単位で申請可能で、有効期

間は５年間（更新可）です。宣言企業に認定され

ると、自社のホームページや名刺等に認定ロゴ

マークを使用することができるほか、企業名が自

転車活用推進官民連携協議会ＨＰに紹介されま

す。 

① 従業員用駐輪場を確保 

② 交通安全教育を年１回実施 

③ 自転車損害賠償責任保険等への加入を義

務化 

 

◆「優良企業」の認定要件（令和２年度末頃） 

上記の宣言企業のうち、自転車通勤を行う従

業員が 100名以上または全従業員数の２割以

上を占め、以下の１項目以上を満たし、かつ独

自の積極的な取組みを行っており、地域性を含

めて総合的に勘案し、特に優れた企業または団

体と認められるものについては、「優良企業」に

認定。優良企業に認定されると、国土交通大臣

より表彰されるほか、自社のホームページや名

刺等に認定ロゴマークを使用するなどができま

す。事業所単位で申請可能で、有効期間は宣

言企業の有効期間（更新可）となります。 

① 自転車で通勤する従業員の定期的な点検

整備を義務化 

② 自転車で通勤する従業員の自転車盗難対

策の義務化 

③ 自転車通勤時のヘルメット着用の義務化 

④ その他、自転車通勤を推進する先進的な取

組み（例えば、自転車で通勤する従業員への

自転車通勤手当の支給、企業・団体が自転

車通勤に関して主管の部署を設けている）、

自転車利用環境が整備されている（ロッカー

ルーム、シャワー、乾燥室など）など） 

 

◆自転車通勤のメリット 

企業にとっては、通勤手当や社有車、駐車場

の維持にかかる固定費などの削減が期待できま

すし、企業のイメージアップや従業員の生産性

が向上するなどのメリットが期待できます。 

 

◆自転車通勤導入にあたって 

自転車活用推進官民連携協議会から、「自転

車通勤導入に関する手引き（令和元年５月）」が

出されています。自転車通勤制度の導入時に検

討すべき事項などが紹介されているので、参考

になります。 

【自転車活用推進官民連携協議会「自転車通勤

導入に関する手引き」ＰＤＦ】 

https://www.mlit.go.jp/common/001292044.

pdf 

 

 

業務中に新型コロナウイルス感染した場

合の労災補償 

 

厚生労働省は、各労働局に対し、労働者が業

務中に新型コロナウイルスに感染した場合の労

災補償に関する通達（以下「通達」という）を出し、

相談があった際の対応について方針を示しまし

た。 

 

◆感染経路が特定できない場合は？ 

通達では、新型コロナウイルス感染症につい

て、従来の業務中の事故や病気の場合の考え

方と同様に、業務遂行性と業務起因性が認めら

れた場合に労災保険給付の対象となるとしてい

ます。 
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しかし、この感染症は、感染経路が特定でき

ない場合が多いことが大きな問題となっています。

通達では、「患者の診療若しくは看護の業務又

は介護の業務等に従事する医師、看護師、介護

従事者等が新型コロナウイルスに感染した場合

には、業務外で感染したことが明らかである場

合を除き、原則として労災保険給付の対象とな

ること。」とし、医療従事者や介護従事者以外の

労働者についても、感染経路が特定できなくても

「業務により感染した蓋然性が高く、業務に起因

したものと認められるか否かを、個々の事案に

即して適切に判断すること」と明記しています。 

 

◆感染リスクの高い業務とは？ 

感染経路が特定できない場合であっても、感

染リスクが高いと考えられる以下のような業務に

従事していた場合は、「潜伏期間の業務従事状

況、一般生活状況等を調査した上で、医学専門

家の意見も踏まえて判断すること」としています。 

・複数（請求人を含む）の感染者が確認された労

働環境下での業務 

…施設利用者等が感染している場合等を想

定 

・顧客等との近接や接触の機会が多い労働下で

の業務 

…小売業の販売業務、バス・タクシー等の運

送業務、育児サービス業務等を想定 

また、海外出張者については、出張先国の感

染リスクが高いと客観的に認められる場合には、

「個々の事案に即して判断すること」としています。 

 

◆判断や対応に迷ったときは相談を！ 

５月８日時点での新型コロナウイルスに関す

る労災請求件数は７件ですが、今後、事業主、

労働者からの相談は増えると考えられます。ま

た、医療従事者等からは早期の労災認定を求

める声も強まっています。従業員が感染した場

合の労災補償、請求手続き等については、所轄

の労働基準監督署や社会保険労務士にご相談

ください。 

【基補発 0428 第１号「新型コロナウイルス感染

症の労災補償における取扱いについて」ＰＤＦ】 

https://www.mhlw.go.jp/content/000626126

.pdf 

 

 

6 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

 

1 日 

○ 労働保険の年度更新手続の開始＜7 月 10

日まで＞［労働基準監督署］ 

 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納

付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 特例による住民税特別徴収税額の納付

［郵便局または銀行］ 

 

30 日 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜

第 1 期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀

行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金

事務所］  

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保

険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末

日＞［公共職業安定所］ 

 

雇入時及び毎年一回  

○ 健康診断個人票［事業場］ 

 

編集後記 

 

うっとうしい雨が降り続く季節となりました。ジ

メジメっとしている毎日ですが、梅雨の晴れ間の

カラッとした日はとても気持ちがいいですね。 

皆様こんにちは、D プロデュース 黒田です。 
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紫陽花の花が咲く季節になり、いつもなら梅

雨が明けて暑い暑い夏の到来と共に、子供達と

の夏休みの予定を考えるところですが、今年は

皆様ご存じのとおり“コロナウィルス”の影響で、

どうなることやら・・・今年は例年と違った夏の過

ごし方を考えなくてはなりませんね。 

皆様夏のご予定はお決まりですか？ 

 

毎日のマスク生活もだんだんと慣れてきました

が、外した時の爽快感は言うまでもありません。 

いつもと違う 2020年。大人も子供も環境の変化

に慣れず、疲労が積み重なり、心も身体も健康

維持が難しい時期になってきているのではない

でしょうか。 

今朝 TV で、森林浴の下 BBQ やキャンプに

出掛ける人が増えているといっていました。 

梅雨の晴れ間の休日 人と距離を取り、マスクも

たまには取り、マイナスイオンをたくさん浴びて 

心も身体もリフレッシュ。 

少しでも健康な心と身体、維持していきたいと思

います。 

 

皆様もどうぞお身体ご自愛ください。 

 

 


